
Ⅰ大都市の税財政における現状と課題

⑥他市町村と差を設けられた大阪府からの補助金

(*)3つの交付金：地域福祉・子育て支援、学校安全、総合相談事業の3分野において、従来の補助金が使途を限定しない交付
金とされた
(*2)教育関係の交付金：教員の給与削減により生じる国庫負担金削減効果額のうち、30億円が教育ゆめ基金に積み立てられ、
市町村に交付されることとなった

　大阪府は、府下の市町村に補助金を支出する場合に、政令指定都市である大阪市
や堺市を対象から除くなど、他の市町村と差を設けており、これを「差等補助」と言いま
す。

　大阪府の平成21年度予算では、新たに措置される3つの交付金
(*)

や教育関係の交

付金
(*2)

についても、大阪市は交付対象外とされ、差等補助は前年度の7,400万円から5
億7,000万円と約8倍に拡大しています。

　大阪市民も府内の他の住民と同じように府民税を負担しているにもかかわらず、教
育や福祉といった基礎的な行政サービス分野において、政令指定都市という理由で差
を設けるべきではありません。大阪市民にも補助金が配分されるよう、府に対して強く
求めていきます。

大阪市にかかる差等補助の状況

特別支援学級への
看護師配置事業

1,200万円

1,200万円
小学校等への警備

員配置事業
6,200万円

6,100万円

習熟度別
少人数授業等
3億1,900万円

放課後ステップアッ
プ事業等 1,100万円 中学校元気アップ

地域本部事業
200万円中学校昼食事業

1,700万円

出産育児一時金
1億4,800万円

平成20年度
7,400万円
(2項目)

平成21年度
5億7,000万円

(7項目)

前年比
約８倍
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